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選択と集中
Selection Integration

田村市の新たなスタート ―令和２年度当初予算―

　

平
成
17
年
３
月
１
日
の
町
村
合
併
か
ら
15
年
が
経
ち
ま
し
た
。こ
れ
ま
で
、国
か
ら
の
補
助

金
や
交
付
税
な
ど
を
活
用
し
、
地
域
の
特
性
の
尊
重
と
市
の
一
体
性
の
確
保
及
び
行
財
政
の
効

率
化
の
両
立
に
向
け
て
、さ
ま
ざ
ま
な
取
り
組
み
を
行
っ
て
き
ま
し
た
。

　

令
和
２
年
度
か
ら
は
、
合
併
の
費
用
の
た
め
に
特
別
に
も
ら
っ
て
い
た
交
付
税
が
な
く
な

り
、市
が
「
独
り
立
ち
」
し
て
本
来
の
収
入
額
に
よ
る
初
め
て
の
予
算
編
成
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

少
子
高
齢
化
や
人
口
減
少
に
対
応
す
る

た
め
、
市
民
目
線
で
元
気
で
安
心
な
ま
ち

づ
く
り
の
実
現
と
、
魅
力
あ
る
田
村
市
の

創
造
と
次
世
代
の
地
域
づ
く
り
を
見
据
え

た
新
た
な
取
り
組
み
や
、
地
域
の
総
合
力

を
高
め
る
こ
と
で
人
口
減
少
に
歯
止
め
を

掛
け
、
地
域
経
済
に
人
材
と
資
金
を
呼
び

込
み
、
活
力
あ
ふ
れ
る
産
業
形
成
と
魅
力

あ
る
地
域
と
し
て
い
く
た
め
の
事
業
を
推

進
し
て
い
き
ま
す
。

一
般
会
計
重
点
事
業

地
域
活
性
化
と
地
域
創
生
の
推
進

●
み
ら
い
創
造
事
業

●
地
域
創
生
事
業

　

東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
に
向
け
、

帰
還
環
境
整
備
や
風
評
被
害
払
拭
の
た
め

の
Ｐ
Ｒ
事
業
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
が
、

復
興
の
ス
テ
ー
ジ
が
進
む
に
つ
れ
て
生
じ

る
新
た
な
課
題
や
多
様
な
ニ
ー
ズ
に
き
め

細
か
く
対
応
す
る
た
め
に
、
引
き
続
き
産

業
の
振
興
と
企
業
誘
致
、
子
ど
も
達
が
安

心
で
安
全
に
遊
べ
る
環
境
の
整
備
な
ど
に

取
り
組
み
ま
す
。

郷
土
の
復
興

●
復
旧
・
復
興
事
業

　

町
村
合
併
に
よ
る
普
通
交
付
税
の
優
遇

措
置
が
終
了
し
、
交
付
額
が
減
少
す
る
ほ

か
、
社
会
保
障
関
連
経
費
の
増
大
な
ど
、

前
年
度
に
引
き
続
き
厳
し
い
予
算
編
成
と

な
っ
た
こ
と
か
ら
、
財
政
調
整
基
金
か
ら

の
繰
入
上
限
額
設
定
や
各
種
基
金
を
活
用

し
て
必
要
な
財
源
を
確
保
し
ま
し
た
。
ま

た
、前
年
度
に
引
き
続
き『
み
ら
い
創
造
枠
』

と
『
地
域
創
生
枠
』
を
設
け
る
と
と
も
に
、

持
続
可
能
な
開
発
目
標
で
あ
るSDGs

の
推
進
、
復
旧
・
復
興
の
シ
ン
ボ
ル
と
な

る
施
設
整
備
に
も
取
り
組
み
ま
す
。

　

今
年
度
も
、市
民
の
皆
さ
ま
の
幸
せ
に

つ
な
が
る
施
策
展
開
と
、そ
の
実
行
に

チ
ャ
レ
ン
ジ
し
て
ま
い
り
ま
す
。

令
和
２
年
度

当
初
予
算
編
成
に
あ
た
っ
て

特別会計予算
会計名 予算額 前年比増減率

国民健康保険 39億 7,830 万円 2.2%
介護保険 45億 6,130 万円 △ 0.1%
後期高齢者医療 4億 4,680 万円 11.5%
滝根町観光事業 7億 150万円 22.7%
農業集落排水事業 2,720 万円 0.7%
授産場事業 5,710 万円 △ 14.8%
診療所事業 2億 2,180 万円 △ 1.6%

計 99億 9,400 万円 2.5%

企業会計予算
区分 当初予算額 前年比増減率

水道事業
収益的 収支 6億 6,600 万円 0.6%

資本的 収入 2億 2,540 万円 △ 25.0%
支出 4億 8,500 万円 △ 13.2%

公共下水道事業
収益的 収入 5億 5,211 万円 1.4%

支出 5億 9,300 万円 4.5%

資本的 収入 3億 6,399 万円 △ 3.6%
支出 5億 1,900 万円 △ 6.7%

病院事業 収益的 収支 8,408 万円 12.3%
資本的 収支 1億 9,400 万円 478.2%

令和２年度　当初予算の詳細は、市ホームページをご覧いただくか、財政課にお問い合わせください。
田村市　財政公表 検索

●総務部 財政課　(81-2118

一般会計
272億5千万円（前年度比 16.9%減）

●
市
税　

１
億
１
４
０
７
万
円（
３
・
0
％
）の
増

固
定
資
産
税
の
復
興
産
業
集
積
課
税
免
除
の
終
了
な

ど
に
よ
る
も
の
で
す
。

●
地
方
交
付
税　

３
億
６
３
８
８
万
円（
３
・
６
％
）の
減

普
通
交
付
税
の
優
遇
措
置
の
終
了
と
震
災
復
興
事
業

が
減
少
し
た
た
め
で
す
。

●
繰
入
金　

40
億
８
７
１
２
万
円（
53
・
２
％
）の
減

東
部
産
業
団
地
整
備
事
業
の
進
捗
に
よ
る
繰
入
額
の

減
少
が
主
な
も
の
で
す
。

●
市
債　

３
億
１
９
３
万
円（
19
・
６
％
）の
増

総
合
体
育
館
空
調
設
備
整
備
事
業
や
保
健
福
祉
厨
房

施
設
整
備
事
業
な
ど
の
た
め
の
借
入
れ
に
よ
る
も
の

で
す
。

前
年
度
と
の
比
較

●
人
件
費

１
億
６
３
９
９
万
円（
５
・
２
％
）の
増

会
計
年
度
任
用
職
員
制
度
に
よ
る
も
の
で
す
。

各
委
員
の
見
直
し
（
削
減
）
を
し
ま
し
た
。

●
普
通
建
設
事
業
費

34
億
４
２
４
５
万
円（
28
・
8
％
）の
減

東
部
産
業
団
地
整
備
事
業
や
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
施
設

等
整
備
事
業
な
ど
が
減
少
し
た
一
方
で
、
新
た
に
屋
内

遊
び
場
や
都
路
町
複
合
商
業
施
設
な
ど
を
整
備
し
ま

す
。

●
物
件
費

26
億
１
２
９
９
万
円（
35
・
５
％
）の
減

除
染
除
去
物
端
末
輸
送
業
務
の
減
少
が
主
な
も
の
で
す
。

前
年
度
と
の
比
較

減額の主な理由は、除染対策事業や
東部産業団地整備などの震災復興事
業の減少によるものです。

自主財源
83億5,372万円

30.7%

依存財源
188億9,628万円

69.3%

地方交付税
98億6,942万円

36.2%

自主財源その他
8億5,827万円

3.2%

繰入金
35億9,132万円

13.2%

市税
39億413万円
14.3%

市債
18億3,913万円

6.7%

国庫支出金
29億9,294万円

11.0%

県支出金
29億3,984万円

10.8%

依存財源その他
12億5,495万円

4.6%

その他

繰出金

補助費等

維持補修費

物件費

災害復旧費

普通建設事業費

公債費

扶助費

人件費

その他の経費

投資的経費

義務的経費

投資的経費
85億2,122万円

31.3%

普通建設事業費
85億2,108万円

31.3%
災害復旧費
14万円

義務的経費
89億7,998万円

33.0%
その他の経費
97億4,880万円

35.7%
公債費

30億6,989万円
11.3%

扶助費
26億1,423万円

9.6%

人件費
32億9,586万円

12.1%補助費等
31億3,618万円

11.5%

物件費
47億5,081万円

17.4%

維持補修費
1億2,558万円

0.5%

繰出金
13億673万円

4.8%

その他
4億2,950万円

1.5%

歳入予算の内容

歳出予算の内容


